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　 ただい まご紹介 をいただ きました株式会社

ツカモ トコーポ レーシ ョン経営企画部の荒木

と申 します。何分、この ような場 でお話 しさ

せ ていただきますのは初めての ことで ござい

ます。 また、少々花粉症でございまして、お

聞き苦 しい点が ござい ましたらご容赦いただ

きたい と思 います。

　先生か らお話がございま したけれども、現

場の担当者 としまして、 このABCの 導入 に

当たって具体的に どの ような経緯で取 り組ん

できたのか。あるいはテーマにございます よ

うに、 どのような点で苦労 をしたのか とい う

ことを中心 にお話 をさせ ていただきたいと思

います。

　最初に、当社 のご紹介をさせ ていただきた

いと思います。

　 当社 は文化9年(1812年)の 創 業で、現

在 は、東 証一部 に上場 してお ります。2011

年 に創業200周 年 を迎 える ことにな ってお

り、 この間の2年 間において、グループの経

営基盤の確立を基本方針 として取 り組 んでお

ります。

　資本金 は、28億2,900万 円でござい ます。

事業内容 といた しましては、繊維製品の卸売

業で ございますが、繊維製品以外でも 「ロデ

オボーイ」等の健康フィッ トネス機器の販売

等 も手掛 けてお りまして、健康事業を中心 に

事業展 開 して いるグループ会社 もございま

す。後にまた組 織図でご説明をさせ ていただ

きますが、主力 は和装を中心 として、洋装、

ユニフォーム等 の繊維製品を中心に製造 ・販

売 をしてお ります。

　 グループ会社 は、持株会社が1社 、事業会

社が16社 の合計17社 です。前年度2007年 度

では287億9,300万 円の売 り上げで、同年度 に

M&Aを して お りますが、期 中での統合 で

あ ったため決算 に売上 は含 まれてお りませ

ん。従業 員数は、前年度 の3月 末で701名 で

ございますが、期末では約650名 程度の人貝

数で ございます。

　 ッカモ トグループの組織 としては、ホール

ディングカンパニーと して、ツカモ トコーポ

レー ションが ございます。ここには内部統制

室、経 営企画部、総 務部、経理部、監査室等

の グループ統治機能 を主 とする部署がござい

ます。私 は、 ここの経営企画部の在籍でござ

い ます。

　事業会社 といた しましては、ツカモ ト株式

会社 はもともとの中核事業であ ります和装事

業 を展 開 してい ます。M&Aに よ り新 しく

グループに経 営統合 しま した和装事業、ホー

ム ファニ シング事業 を主 とする市 田株式 会

社 、それか らッカモ トアパ レル株式会社、こ

れはメンズフ ァッションを中心 に事業展開 し

ている会社 でございます。それか ら、 ッカモ

トユーエス株式会社 、これはユニフォーム、

婦 人服地 お よびOEM事 業 の会社 で ござい

ます。それから先 ほど触れま したが、健康器

具 を中心 に事業展 開をしているツカモ トエイ

ム株式会社があ ります。これらが事業会社の

中核 を成す ものでございます。

　それか ら、関係会社5社 とい うことで右側

にございますけれ ども、これは分社体制 をと

る前か ら独立 していた関係会社で、5社 体制

を継続 してまい りました。それか ら、市 田株

式会社 の子会社 とい うことで、 コーポ レー

シ ョンか らは孫会社 にあたる5社 が ござい ま

す。他 の1社 を加 えて、 トー タル17社 のグ

ループ体制 となってお ります。

　2003年10月 に会社 を分割 し、現在のグルー

プ体制 になってお りますが、先 ほどのツカモ

ト株式会社か ら横に一列並びました会社に分

割を した ということでございます。1社1専

業体制 とい うことで、分社 したわけで ござい

ますが、その際 に、以前か ら本部で所轄 して

お りました総務、人事、給与厚生、会計、情

報 システムの オペ レー シ ョン業務 につい て

は、引き続 きコーポレーシ ョンで担当 してい

く体制で運営 してお ります。

　 オペ レー ションの業務 コス トにつ きま して

は、先 ほどの安部先生 のお話の中にもござい

ましたとお り、分社各社の売上高、入員数、

あるいは売 ヒ総利益等 を基準に業務委託費 と

して、社内的な費 目と しましては、関連会社

委託手数料 とい う費目で各事業会社に賦課 し

徴収する システムで管理 してお りました。 こ

のシステムが、先 ほどお話 ししましたように

丼勘定であるとか、あるいは伝統的な手法で

あった との指摘 でございま した。 この内容 と

しては、 オペ レーション費用、経営指導料、

ブラン ド使用料 という分類で、関係会社 委託

手数料 として徴収 をしてお りました。

　 どのような課題 を抱 えていたのか とい うこ

とをご説 明 させ ていた だき ます と、1つ は

コー ポ レー シ ョンのホールデ ィ ングカンパ

ニーの しての収益構造が分社当時 の状態 か ら

変化 をきた し、なかなか厳 しい状況 になって

来てお りました。そこで、安定 した収益構造

へ再 構築する必要があるとい う課題 を抱 えて

お りました。これは、先ほ ど少 し触れさせて

いただきましたが、賦諜基準 として分社各社

の売上高を指標 として使用 してお り、各社毎

の売上高が増減することに よって、比率 も会

社 ごとに変 わって しまう。A社 は売上は前年

並 だった として も、B社 が減 った分、　A社 の

比率が高まって、そこに負担がた くさん行っ

てしまった。結果 としてA社 に不 満が高 まる

とい う現象 がご ざい ま した。 また、 コーポ

レー ションにとりましては、利益 額の総額の

何パ ーセ ン トと言 った負担 の仕 方で あった

り、あるいは売上高の何パーセ ン トかをブラ

ン ド使用料 として徴収 す る とい う基準 の結

果、総売上 高や総利益 額の増 減に よって、

コーポレー ションへの徴収額が変動 して しま
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うとい う問題 を抱 えていた とい うことでござ

います。

　 もう一点は、経営統合によ り新たな会社 を

グルー プ内に迎 えるとい う状況が発生 し、

コーポ レーシ ョンか らのオペ レーシ ョンや経

営指導に対 して応分の負担を求め られ る制度

に変更する必要性があ り、現在の制度では、

なか なか賦課が難 しいとい う課題を抱 えてお

りま した。

　 もう一点は、今 までは毎年 の予算編成の際

に、賦課金額の説明 と説得に時 間を要 し、分

社各社 にとってより合理性が高 く、よ り適正

で納得性の高 い制度がで きないだろうか とい

う課題 を抱えてい ました。

　 このような状況下 で、碓氷先生は先 ほどお

話が あ りましたとお り、当社 の非常勤監査役

を努 めて頂いてお り、 日頃か ら大変お世話に

なってい る方 でい らっ しゃいます。またお知

り合 いに安部先生がい らした ということで、

このABCに よる業務委託費の算定方法につ

いて、当社にご提案をいただける機会が ござ

いま した。これを期に、賦課基準の改定に取

り組 んでい くこ とが決定 とな り、2008年5

月にABC導 入 の検討 プロジェク トが発足 し

ま した。10月 に コーポ レー シ ョンの トップ

に対 して答申案が提出され、今年の1月 、来

年度 の予算編成 を行 う前 に、常務会 におい

て、新年度 よ りこのABC基 準 による業務受

託費徴収制度の採用が決定 されました。 この

様な経緯で導入に漕 ぎ付 く事ができました。

　 ABCに よる業務委託費の算定プロセスに

つ きましては、まず、 コーポ レーションが一一

体 どのよ うな活動 を して いるのか とい うこ

と、仕事の棚卸 しをする作業か ら始 まりまし

た。

　 活動別 のコス トの把握(コ ス ト・プール)

につ きましては、コーポ レー ションは主要5

部 門の構 成で、 予算編成 は13の 部署に分か

れて経費予算 を編成す る構造 になってお り、

各部署毎の活動は どの ような内容であ るのか

とい うこと、 また、活動別に活動状況 をどの

ように測るか。つま り1つ の活動にどれだけ

のコス トが掛かっているのか とい うことを算

出 しなければならない。 もう一つは、それを

各社 ごとに適正 に合理 的に賦課する基準(コ

ス ト・ドライバー)を 見出 さなければならな

い ということでございました。そ して、各社

ごとに配賦する業務委託費 としての考 え方を

まとめるとい う作業を行い ました。

　 これは、その活動単位 と配賦基準の例でご
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ざいます。人事総務部人事課におきまして、

人事 の情報管理、これは人員数を配賦基準 と

して お ります。人事制 度及び給与体 系の起

案 ・運営、これ については、各社均等に割 り

振る と言 うように、一つ一つの用益 を一つ一

つの配賦基準に基づいて設定 をし、算定を し

ていったということでござい ます。最後にあ

る情報 システ ムの開発 ・運用 につ きまして

は、全体の使用容量に比 してそれぞれの事業

会社の使用容量(従 量)を 配賦基準 とする算

出作業 を行いま した。

　その結果、ABCを 適用 した場 合に業務委

託費がどの ように変わるかとい うことにつき

ましては、以前 の基準で算出 した賦課金額を

100と した場合 に、同年比較で ッカモ ト株式

会社が108、 ッカモ トアパ レルが115、 ツカ

モ トユ ーエ スが83、 ツ カモ トエ イムが89と

いう結果 にな りました。これは、ッカモ トア

パ レルにお きま しては、賦課基準 の設定にお

いて、各社均等 、つ まり事業規模 の大 きな会

社 も小 さな会社 も、用益 の大 きさは同等 とい

う解釈 で、均等 に配賦すべ きだ という均等配

布の コス ト ・ドライバーが多かったこと等 に

よる影響で、結果 として、今 までは売 り上げ

が小 さくて賦課 金額 も少な くて済んでいたも

のが実際の活動基準 をもとに算出す ると、賦

課金額が本当は もっと大 きな金額であ るべ き

だった という理解がで きます。 また、 ツカモ

トユ ーエス、 ツカモ トエ イムにつ きまして

は、営業収益、利益 とい う意味ではッカモ ト

アパ レルよ り規模 も大 きい会社でございます

が、ABC基 準で算 出す ると、業務委託 費が

減るという結果が得 られたとい うことでござ

います。

　 このABC導 入 に当た って苦労 した こと

は、先ほ ども少 し申し上 げま したけ ども、

コーポレーシ ョンの業務内容の洗い出 しに大

変時 間がかかった ということで ございます。

もう一点は、その業務 をオベ レー ションサー

ビス(業 務委託費)と 、グループマネージメ

ン ト業務(グ ループの運営費)の2つ に分け

る作業で した。1つ の仕事がオベ レーション

サー ビスなのか、これはマネージメ ント業務

なのか、 どち らに属 すべ き業務 なのかを決め

なければな らなかったこと、 もう一…つ は、コ

ス ト ・プールごと、要は業務 ごとの単価 も決

めなければいけなかったことです。これは ど

のようにして決めれば良いのか、この算定に

は一番頭 を悩 ませた点でございます。ここで

は人員比率 とい う指標 を使 ってお ります。

コーポ レーシ ョンの業務で、1人 が二つの部

署にまたがって仕事をこなしている場合であ

るとか、あるいはそれ以上 とい うこともあ り

なが ら、その様 な一つ一つの仕事 に対 して何

人が一年間通 じて担 当 しているのか、仕事の

用益に伴 ってどれだけの人員を使 って一つの

業務をこなしているのか を算 出 した訳でござ

い ます。

　ABCの 導入に よって得 られた成果 と残 る

課題につきましては、成果 としては、M&A

をして新 しいグループ会社を含めての体制に

対応できる仕組、制度がで きた とい うこと。

もう一点は、 コーポ レー ションの収益安定が

期待で きる とい うことです。売.ヒ高や 人員

数、または利益の増減 に左右 されないシステ

ムが構築 できた ということでござい ます。

　 もう一点 は、配賦の適正 化、合理性 が高

まって分社各社への納得iが 高 まった という

ことで、毎年毎年の過度の説 明が不要 になっ

たという面で は、担 当部著 としては大変あ り

がたいことで ございます。

　課題 につきましては、 オペL一 ション費用

の配賦 につきましては一つの結論に至 りまし

たが、 グルー プのマネー ジメ ント業務 に対す

る負担の適正化 という点ではまだ課題 を残 し

てお ります。 ここで先生か らいただいた提案

というのは、ホールデ ィングカンパニー とし

て各事業会社 に投 資 を している構造 を踏 ま

え、その投資の見返 りとして配当があ り、マ

ネージメン トの業務の コス トについては本来

この配当で充足 すべ きであるとい う考 え方で

した。 しか しなが ら、現在の事業会社すべて

が 女定 した配当 を期待で きる状況ではござい

ません。そうい う点では所定 の配"iを 受ける

までの考え方 として、経過措置 としてグルー

プ運営費 として徴収す るという仕組で対1、じす

ることに致 しました。 この 配当 によってグ

ループ運営費 を満たせ られるように各社の収

益体制 の確立 を200用 年 を迎 えるまでの経 営

課題の一つ としてお ります。

　 もう一点は、 コーポレーシ ョン自身の問題

でござい ます。 コーポレーシ ョンの経 費を今

のABC基 準に基づいてオペ レーシ ョン費用

で割 り振 るわけでござい ますが、考え方とし

ては、コーポレーシ ョンは効率的な運営が図

られていて、経費の使い方に も無駄がないこ

とを前提 とした上で、 これを各社に割 り振 り

ましょうということが基本的な考 え方でござ

います。 また、各事業会社各社か らの信頼の

ある本部でなければならない とい うことが大



前提です。そうい う意味ではコー ポレーシ ョ

ンが きちん とした業務 を行 うと同時に、経費

も効率化が図られているという信頼が大切 だ

という課題が、今後 も継続 して存在するとい

うことを認識 した ということでございます。

　以上、簡 単で ござい ますが、今回のABC

の取 り組みにつ いて、導入の経緯 と課題、苦

労 した点 ということについてお話 をさせてい

ただ きました。碓氷先生、安部先生 には、導

入するに当た り大変お世話にな りました。 こ

の場 をお借 りしまして、改めて御礼を申 し上

げたいと思います。 どうもあ りが とうござい

ました。 これで発表 を終わ らせていただきま

す。
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